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2026年 12月期 第 1四半期決算 補足説明資料 

代表取締役 CEO 新井元行（以下、新井）：2026年 12月期第 1四半期の決算についてご報告

したいと思います。本日は、最初にハイライトから始めまして、続いて事業の進捗、その後で 2026年 12

月期第 1四半期決算の概要、最後に通期業績の見通しという流れでご説明していきます。 

 

 

それではまず、今期の第 1四半期から足元までのハイライトということで、全体の概要についてお話したいと

思います。 

当第 1四半期決算期末の受注残高は、防衛省衛星コンステ事業の寄与により 1,243.9億円、前期

末比で 994.3億円増ということで、パイプラインを大きく積み上げています。これは、2月に防衛省「衛星

コンステレーションの整備・運営等事業」に関わる画像データ取得業務委託契約を、約 5年間で契約額

960.7億円という規模で締結したことによるもので、4月からサービスがスタートしています。売上高への貢

献は第 2四半期からということになります。 

それから、内閣府実証や防衛省データ納入など、官公庁向けの継続的な案件獲得に加え、環境省や民

間企業向けにもソリューションサービスを中心に契約を獲得しています。 

宇宙戦略基金については、第一期に加えて、当第 1四半期中に第二期の採択が決まりました。こちらの

支援予定上限額は 37.6億円という規模になっています。 

 

衛星の開発・製造・打上げにつきましては、8号機が 3月に打上げに成功しまして、5月に初画像の取

得を発表しています。9号機は 5月下旬に打上げ予定となっています。 
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ロケットにつきましては、米 SpaceX において新たに 2機分の打上げ機会を確保しまして、現在合計で

26機分の打上げ機会を確保しています。打上げの需給がさまざまな要因で逼迫しているというニュースも

ありますけれども、当社はそういったリスクは比較的低い状況にあるとご理解いただければと思います。 

 

 

続いて、第 1四半期の実績についてです。総収入は 7.4億円となり、前年同期比では 35.4％減となっ

ています。 

売上高は、主に令和 7年度分の内閣府実証の納入、および防衛省データ納入案件の完了により、6.9

億円を計上しています。前年同期との比較で減少している点ですが、これは前年同期に納入が完了して

計上していた SAR衛星の宇宙実証案件、こちらは単発・スナップショットの契約ですので、当期はありませ

ん。この影響で、売上高は前年同期比で 38.7％の減となっています。 

補助金収入については、経済産業省の「グローバルサウス未来志向型 共創等事業費補助金」として

0.4億円を計上しています。 

営業損失および経常損失の計上は、いずれも想定通りに進んでいます。 

 

続いて、通期業績見通しについてです。売上高の進捗率は 11.0％となっておりまして、先ほどお話したよ

うに、防衛省の衛星コンステ事業がこの 2026年 4月からすでにサービスを開始していますので、売上は

決算期末に向けて運用機数に連動して逓増していくという見通しになっています。 

総収入の進捗率は 4.6％です。補助金収入は基本的に下期偏重の見通しですので、これから積み上が

っていくイメージです。通期見通しは前回公表時から据え置きとしており、これが全体の概要ということになり

ます。 
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続いて、事業進捗をもう少し細かくお話ししていきます。 

まず、国内官公庁との契約は引き続き当社売上の大きなポーションを占めていますが、スライドは計上時

期のパイプラインを並べたものです。先ほどお話したとおり、受注残高は 1,243.9億円となっており、基本

的には防衛省のコンステレーション事業の 960.7億円の貢献が大きく見込めるところです。 

宇宙戦略基金の第二期につきましても、新規で獲得することができましたので、37.6億円という計上見

込み額がパイプラインに加わっています。 
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宇宙戦略基金については、まず第一期、こちらは「商業衛星コンステレーション構築加速化」というテーマ

で、すでに 164.6億円が交付決定済みとなっています。2026年 3月末時点では、累計で 24.8億円

を計上しています。支援予定の上限額は全体で 237.9億円となっていますので、これをベースに、今後さ

らに衛星の数を増やしていくことになります。 

第二期については、今回新規で獲得しましたのは「次世代地球観測衛星に向けた観測機能高度化技

術」という実証事業です。こちらは技術開発を進めていくプロジェクトで、テーマとしては周波数スキャン SAR

という、非常に広域のデータ取得を可能とする技術になります。これが実現すれば、当社独自のアンテナと

SAR のシステムを組み合わせて、広域のデータ取得が可能になります。 

昨今の安全保障の需要、特に海洋監視といった用途では広域性が非常に強く求められますので、ここで

他社と一線を画す広域観測が実現できる、ということで非常にニーズにミートする技術であると考えていま

す。事業期間は 2032年 3月末までを予定しています。 

 

 

防衛省の「衛星コンステレーションの整備・運営等事業」につきましては、スキーム自体は前回お示しした内

容から変わっておりません。この 4月から実際にプロジェクトがスタートしているという状況で、ここまでは順調

にプロジェクトマネジメントが進んでいます。 
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あらためてご説明しますと、当社・トライサット・コンステレーション・三菱電機の三者間で「画像データ取得

業務委託契約」を締結しており、契約額は税抜 960.7億円、事業期間は 2031年 3月 31日までの

約 5年間となります。 

当社の 2026年 12月期業績予想には、2026年 4月から 2027年 3月分の 74.1億円のうち、9

か月分を織り込み済みです。 

 

 

ここからは海外マーケットの動きに移ります。海外のマーケティングは現在非常に積極的に進めています。 
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足元のキーワードとなっているのは、ソブリンティ、日本語でいうと主権です。各国のお客さまとの会話の中で

「ソブリン」というワードが非常に頻繁に出てきます。こうしたソブリン需要の拡大が、私たちの事業を構造的

に押し上げる大きな追い風となっています。 

これまでのデータ共有型から、自前主義へ。衛星アセットの自国保有を志向する動きが世界各国で加速

しており、SAR衛星データの需要は非常に大きくなっています。 

全体感としては、防衛予算は GDP比で最大 5％まで拡張するという、米国政府からのプレッシャーを受け

る形で、NATO各国の政府が予算を積み増ししています。これがダイレクトに需要創出に貢献しているとい

う構造があります。この傾向は、現在の地政学リスクを踏まえると、今後も拡大していくと見ています。 

個別の動きを少しご紹介しますと、例えばヨーロッパでは、ドイツの SPOCK1 という案件は非常に大きなプ

ロジェクトで、規模は 17億ユーロにのぼります。今後 SPOCK2など後続案件も控えていますので、当社

もそこにうまく参画できるよう、現在さまざまな策を講じています。ほかにもイタリア、韓国など、需要が急激に

伸びている国々があり、当社のシンガポール、米国、そして現在設立手続きを進めているドイツの各拠点が

主体となって、契約獲得に動いています。 

一方、SAR データのサプライヤーは需要の伸びに対して相変わらず少なく、需要超過の状況が続いていま

す。この中で、当社としていかに供給力を強化していくかが重要になっています。ヤマトテクノロジーセンター

での年産 12機体制の確立も進めていますが、衛星の製造だけでなく、データデリバリーまで安定的に行う

ことができる供給力の強化・拡大が必要になってきていると見ています。 

 

 

地域別の動きをそれぞれ見ていきます。 
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まずアジアです。先ほどのソブリンティ志向というところがベースにありまして、インドを含む APAC のエリアで

は、特に安全保障を中心とする需要が非常に大きくなってきています。当社としては、シンガポール子会社

を軸に、ウズベキスタンやカザフスタン、その他東南アジア諸国との契約を進めているという状況です。 

また、日本はもともとアジア圏の中では、政策的にも産業的にも非常に安定したポジションを持つ国として

認識されています。現在の通商環境、NATO を取り巻く情勢、そして国内の状況といったところを総合的

に踏まえると、各国にとって「組みやすい相手」として見られている立ち位置にあります。これを活かして、アジ

ア圏での事業を進めているところです。 

次にアメリカです。最近、米本土防衛構想「ゴールデンドーム」のニュースが出てきていますけれども、米国は

今、防衛システムを非常に積極的に構築しようとしています。安全保障面では、こうした動きに対して、当

社の米国子会社を軸に、現地ローカル企業とのパートナーシップをベースに事業を拡大していく方向で、現

在さまざまな選択肢を模索しているところです。 

ヨーロッパ・中東については、Airbus と提携をしていますので、こちらを起点に、ドイツ・フランスだけでなく、

他のエリアにも展開していきます。基本的なアプローチは米国と同じで、ローカルパートナーとの提携を軸に、

各国政府の契約を取りに行くという形です。ここはバイラテラルに、地道に話を進めていく予定です。 

アジア・米国と同様に、ヨーロッパでも、日本は技術的にも能力が高く、世界の中でのバランスやポジションの

観点から、各国にとって「組みやすい相手」と認識されていますので、こうしたポジションをうまく活用して、事

業を拡大していこうとしているところです。 

 

 

続いて、ソリューション事業の進捗です。新規トピックスとしては、新しい技術の実証ができたという点をご紹

介します。 
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もともと当社は、InSAR（干渉 SAR）の解析を用いて、ミリ単位での地盤変動を読み取れるアナリティク

スを提供してきました。今回お話するのは、ミリ単位ではなく、数メートル単位の変動を、当社の高解像度

データを用いて読み取ることができる、という新しい技術です。 

コンステレーションの構築により高頻度観測が可能になっていますので、これと組み合わせることで、直接的

には巨大な石油タンクの変動監視、すなわち資源エネルギー業界向けの展開が可能になります。さらに、

大型インフラの歪み、こうしたものもミリオーダーではなく数メートルオーダーで、状況に応じて使い分けながら

捉えていくことができるようになります。 

今後、インフラ、災害対応、資源エネルギーといった、安全保障以外の領域でソリューション事業を進めて

いくうえで、非常に大きな価値を持つアナリティクスになっていくと見込んでいます。 

 

 

衛星の製造および打上げ計画については、前回の見通しから変更はありません。現在、軌道上で 5機の

運用を行っており、これが年内に 10機まで増加する予定です。来年以降は工場のフル稼働により、毎年

12機以上の打上げが可能になっていく、という体制が見えてきています。 

ロケットについては冒頭でも申し上げたとおり、現在 26機分の打上げ機会を確保しています。内訳は、米

Rocket Lab社が 19機分、米 SpaceX が 7機分です。打上げの需給に伴うリスクは、当面は低いと

考えています。 
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5機運用しているとお伝えしましたが、こちらは具体的には 4号機から 8号機までの運用となります。9号

機については、現時点での打上げ予定日は 5月 22日（UTC）を設定しています。打上げロケットは

Rocket Labの Electron ロケット、打上げ場所はニュージーランドのマヒア半島です。実際の打上げは天

候やロケット側の都合等で前後する可能性がありますが、この 5月 22日をスタートとするウィンドウで打ち

上がっていく、ということになります。 

概要としては以上となります。続いて、決算の細かい数字については志藤からご説明します。 

 

 



2026年 5月 15日 

株式会社 Synspective(290A) 

 

10 

 

取締役 CFO 志藤篤（以下、志藤）：それではまずは連結業績ハイライトです。グラフは 2024年 12

月期第 1四半期から、当期の 2026年 12月期第 1四半期までの推移を示しています。総収入、売

上原価および販売費及び一般管理費、そして営業/経常損失と、それぞれの構成要素を並べています。 

総収入は 7.4億円となりました。前年同期は約 11.6億円でしたので、前年同期比で 35.4％の減少と

なっています。 

減少要因は明確で、前年同期に計上していた防衛省向けの SAR衛星の宇宙実証案件の売上計上が

当期にはないことが主因です。 

また、今後の主要案件であります防衛省の衛星コンステレーション事業の売上計上は第 2四半期以降を

予定していますので、第 1四半期にはまだ寄与していません。一時的に総収入は前期比で減少していま

すが、これは想定通りの動きです。 

コストサイドを見ていきますと、売上原価は 11.4億円で、前年同期の 10.7億円から約 0.7億円増加

しています。販売費及び一般管理費の内訳は、研究開発費が 3.3億円、人件費が 3.8億円、その他

が 4.6億円となっています。 

この結果、営業損失は△16.1億円、経常損失は△16.9億円となりました。売上高の減少と販管費の

増加に伴い、損失幅は前年同期比で拡大していますが、こちらも年度計画に沿った着地となっており、想

定の範囲内です。 

 

 

続いて、主要な経営指標です。 
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まずスライド上段中央の受注残高ですが、1,243.9億円となっています。前期末比でプラス 398.4％とい

うことで、大幅な積み上がりとなりました。これは、防衛省「衛星コンステレーションの整備・運営等事業」の

契約等により大きく増えたことを反映したものです。 

次に EBITDA です。当期は△7.5億円となり、前年同期比で△4.8億円となっています。通期では衛

星コンス事業や補助金収入の寄与で大きくプラスとなる計画です。当社は減価償却費の負担が大きい事

業構造ですので、EBITDA も重要なモニタリング指標として継続的にお示ししています。算出は経常利益

に支払利息、減価償却費、株式報酬費用を加えたものとなります。 

総収入は先ほどお伝えしたとおり 7.4億円、前年同期比△35.4％です。 

スライド中央段、左側の現預金は 199.9億円となりました。前期末比でマイナス 45.5億円となってお

り、これは衛星の製造や設備投資に充当した結果です。 

右側の四半期末の衛星運用機数は 5機です。前期末から 1機増加しています。 

 

 

続いて、連結損益計算書を前年同期と比較する形でご覧いただきます。 

総収入は 7.4億円で、前年同期 11.6億円から△4.1億円の減収です。内訳としては、売上高はデー

タ販売が 3.0億円で前期比 0.6億円の減少、ソリューションが 3.0億円で前期比 0.7億円の減少、そ

の他が 0.9億円で前期比 3.0億円の減少です。一方、補助金収入については、グローバルサウス未来

志向型 共創等事業費補助金として 0.4億円を当期に新たに計上しています。 

売上原価は 11.4億円で、前年同期から 0.7億円の増加です。減価償却費は当期 5.2億円で、前

期比で 0.8億円の減少となっています。これは前期に一部、研究受託の契約期間内に早期償却した部

分があり、一時的に増加していた反動です。一方で、衛星運用費は当期 2.5億円で前期比プラス 1.1
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億円、ソリューションに係る費用は当期 3.6億円で前期比プラス 0.3億円となっており、こちらが原価増の

主要因です。衛星運用費については、軌道上で運用している衛星の機数が増えたこと及び主要案件の

初期対応に伴う運用コストの増加が 0.9億円、一部販管費から計上区分を変更したことによる増加が

0.2億円です。 

販売費及び一般管理費は 11.7億円で、前年同期比プラス 2.0億円となりました。 

内訳としては、人件費が 3.8億円、前年同期比プラス 0.3億円。これは米国子会社設立等に伴う子

会社分の増加 0.2億円が主な要因です。研究開発費は 3.3億円、前年同期比プラス 0.5億円で、こ

ちらは主に次世代衛星の研究開発に伴うものです。 

その他は 4.6億円、前年同期比プラス 1.1億円となりました。販売体制拡大に伴う業務委託費の増加

0.3億円、事業税の増加 0.2億円、人員増に伴う採用費の増加 0.1億円、海外展開加速に伴う旅

費交通費の増加 0.1億円、設備減価償却費の増加 0.1億円、システム利用料の増加 0.1億円、こ

れらが積み上がっています。 

この結果、営業損失は△16.1億円となり、前年同期から△7.1億円拡大しています。 

営業外収益は 0.8億円で、こちらは主に補助金収入 0.4億円の計上によるものです。営業外費用は

1.6億円となり、前年同期から△1.6億円改善しています。前期は借入手数料 2.0億円と支払利息

0.9億円が計上されていましたが、当期は支払利息 1.4億円のみとなったためです。 

経常損失は△16.9億円、特別損益は△0.0億円、法人税等は 0.4億円となりました。法人税等につ

きましては、前期末に計上した繰延税金資産を再評価したことに伴う法人税等調整額 0.3億円の損失

計上が含まれています。 

最終的に、親会社株主に帰属する四半期純損失は△17.3億円という結果です。 
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次に、連結貸借対照表です。結論から申し上げますと、衛星の製造および設備投資への支出は、計画ど

おりに推移しています。 

資産合計は 2025年 12月末の 493.7億円から、2026年 3月末で 483.6億円となり、△10.1

億円の減少です。 

流動資産は△40.4億円となっており、このうち現金及び預金は 245.4億円から 199.9億円へと

△45.5億円減少しました。減少の主要因として、衛星資産の増加 26.8億円、四半期純損失 17.3

億円があり減少しています。 

固定資産は 228.3億円から 258.6億円へとプラス 30.3億円となりました。中でも衛星資産が 203.6

億円から 230.5億円へとプラス 26.8億円となっており、これは 8号機以降の製造進捗を反映したもの

です。 

全体として、衛星の製造や設備投資へのキャッシュ・アウトは、当社の通期計画線上で着実に進んでいる

とご理解いただければと思います。 
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続いて、2026年 12月期の通期業績見通しについてです。 

結論として、2026年 2月 13日に公表した業績予想から据え置きとしています。足元の進捗としては、

官公庁向け案件および補助金収入は想定どおりに計上されており、年度後半に向けて積み上がっていく

計画です。 

進捗率としては、第 1四半期の実績ベースで、売上高が 11.0％、総収入が 4.6％となっていますが、売

上、補助金ともに年度末に向けて偏重して計上される見込みであり、現時点で年間計画に対する懸念は

ございません。 
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最後に、業績予想の前提についてです。 

まず売上高についてですが、防衛省「衛星コンステレーションの整備・運営等事業」の落札等により、当期

売上高の 92％程度を国内・海外の政府向けと見込んでいます。そのうち 95％程度、つまり計画売上全

体のうち 87%がすでに落札済みまたは契約済みです。また、この衛星コンステレーション事業については、

ペナルティのリスクを一定程度織り込んだ前提となっています。海外および民間向けの売上は、前年の実績

と業績予想策定時点のパイプラインから予測しています。こちらの前提に変更はありません。 

続いて補助金収入です。当初予想時点では、すでに採択または交付決定済みである経産省 SBIR、宇

宙戦略基金、その他 2件から当期計上額を試算しており、業績予想において新規案件は織り込んでおり

ません。そのうえで、当初予想に織り込んでいなかった宇宙戦略基金第 2期の採択が新たに決定し、支

援上限額は 37.6億円となっています。当期業績への影響額は交付決定後に精査する方針ですが、現

時点では業績予想自体は据え置きとしています。 

以上、財務パートのご説明となります。 

 

【質疑応答】 

質問：「4月から防衛省コンステ事業が始まりましたが、その進捗・状況について教えてください。」 

新井：防衛省「衛星コンステレーションの整備・運営等事業」につきましては、4月から順調に立ち上がっ

ており、当社からのデータ・デリバリーもスタートしています。SPC である株式会社トライサット・コンステレーシ

ョンを通じて防衛省にサービスを提供し、当社は協力企業として画像データの取得業務を担う、という基本

的な枠組みのまま順調に走っているとご理解いただければと思います。 
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質問：「主要なパイプラインのスライドで、今後獲得が期待される案件としては宇宙戦略基金だけにな

りました。今後の防衛省の動きなど、中長期的な見通しを教えてください」 

新井：中長期の防衛省関連の動きにつきましては、現在政権がまとめている防衛白書、および次期の防

衛 5 か年計画といった政策ドキュメントの中で、衛星コンステレーションに関する言及がなされてくることが期

待されています。 

具体的には、現在構築している衛星コンステレーション基盤を「どう維持していくか」、あるいは「機能・規模

をどう拡張していくか」といった論点が議論の俎上にのってくると見ています。 

ただし、これは現時点ではまだ先のタイミングの話ですので、当社としては、まず現在進めている契約と宇宙

戦略基金第一期・第二期を着実に実行しながら、こうした次の議論にきちんと参画していく構えで準備を

進めてまいります。 

 

質問：「海外案件の進捗について、具体的に言及できるものがあれば教えてください。ドイツ子会社の

設立状況、米国での案件獲得状況についても伺えればと思います」 

新井：海外案件の進捗につきましては、先ほど本編でお話ししたとおり、各地域でローカル企業とのパート

ナーシップを軸にした展開を進めているところです。現時点では具体的な社名や案件名を申し上げられる

段階ではないものもありますが、今後さまざまな形でポジティブな発表ができるのではないかと考えています。 

ドイツについては、EMEA地域を拠点とする子会社設立を決定しており、現在、設立手続きを進めていま

す。米国については、すでに設立済みの Synspective USA を軸に、現地パートナーシップを起点に複数

の取り組みを並行して進めている状況です。具体的な案件の発表については、確定次第、適時開示にて

お知らせしてまいります。 

 

質問：「海外ソブリン需要について言及がありました。各国でどの程度の引き合いがあるのでしょうか。

時間軸はどう見ていますか。また、どの程度のシェアを Synspectiveが取っていけると考えています

か」 

新井：現在、各地で安全保障・地政学リスクが顕在化している状況を踏まえると、ソブリン需要に関する

引き合いは非常に強い、と言える状況です。 

時間軸としては、「すぐにでも使いたい」というお客さまが非常に多いというのが実感です。一方で、当社の供

給能力には現時点で制約がありますので、まずは現在進めている防衛省案件で事業基盤をしっかり構築

し、機数が増えてきた段階で、各国向けにシェアできるデータを生み出していく。これが第一段階のご提供

になります。 
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そこから先、各国において衛星システムを組み上げたい、一定の専有的なキャパシティが欲しい、あるいは

自国の衛星そのものを保有したい、といった非常に強い声が出ていますので、こうしたニーズに中期的に応

えていくことになると考えています。 

まずは、防衛省案件として 2028年から 2029年ごろまでに、しっかり機数を増やしていくという計画があり

ますので、なるべくこれを加速させる、あるいは拡張のタイミングを早めていく、ということを現在さまざまに検討

しているところです。基本的には、その先で、追加のソブリン需要に対するデータないし衛星システム、あるい

はアナリティクスの提供を、組み合わせて進めていくことになると思います。 

獲得シェアの定量的な見通しについては、現時点ではまだお示しできる段階ではありませんが、需要の強さ

を踏まえると、当社の供給力の拡張ペースが、そのままシェア獲得のペースに直結する局面と認識していま

す。 

 

質問：「工場のキャパシティの拡張を検討するとのことですが、目的、いつ頃からどの程度の追加投資

を想定していますか。また、営業黒字化のタイミングは後ろ倒しになるのでしょうか」 

新井：目的としては、ここまでお話ししたとおり、各国で増え続けている需要にしっかり応えていく、という点

に尽きます。 

まずは防衛省案件があり、その後の各国ソブリン需要への対応を見据えますと、2027年から 2028年ご

ろから、衛星の製造をさらに増やしていける形で、製造キャパシティの増強を検討する必要があると考えてい

ます。具体的な追加投資額については、現時点でまだお示しできる段階にはありません。 

営業黒字化が後ろ倒しになるかというご質問につきましては、率直に申し上げますと、需要が非常に大きい

状況ですので、ここで投資を躊躇してしまうのは、機会損失の観点から避けたいというのが基本的な考え方

です。マーケットの成長スピードに合わせて、まずは当社のキャパシティ・ケーパビリティを積極的に拡大してい

く、という方針で投資を行っていきたいと考えています。営業黒字化のタイミングは従来通り明確な時期への

言及は避けますが、これらの投資はより大きな収益機会を取りに行くための積極投資という位置付けです

ので、中長期では、より大きな事業成長につながると考えています。先行投資の意義はそこにあるとご理解

いただければと思います。 

 

質問：「戦争による打上げ機会や製造への影響について教えてください」 

新井：結論から申し上げますと、打上げ機会や製造そのものへの直接的な影響はありません。 

事業全体としてのインパクトとしては、ポジティブサイドの方が大きいと感じています。先ほどお話ししたソブリ

ン需要の拡大が、需要面で構造的な追い風となっています。 

一方、ネガティブサイドとしては、エネルギーコストの上昇、輸送への影響、サプライチェーン上の一部ルート

が使えなくなる、といった点が挙げられます。ただし、これらにつきましては、戦争以外の文脈（コロナ禍をは
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じめとする近年の混乱）で類似の経験が積み重なっていますので、サプライチェーン上の対処はかなりでき

ている状況です。 

現時点では、エネルギーコスト以外の領域で特段大きなネガティブインパクトを受けているわけではなく、総

じて、需要拡大というポジティブサイドの方がインパクトとしては大きい、というのが現状の見方です。 


